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戦前における巨大電機企業の確立 (1)

- 日立轟廷作所 の多角化過程-

吉 田 秀 明

は じ め に

電殻工業は ｢十九世紀未か ら二十世紀初 めにかけての資本主義 に とって, ち

っとも典型的な産業｣1) であ り, 第二次世界大戦においては兵器生産 を規定す

る基幹産業 の一 つであった とされ てい る2㌔ それは また戦後 日本資本主義 の高

蓄積 を支える重要 な柱 であった ことも周知 の事実 である｡本稿はかか る位置 を

有す る電機工業 を対象 とし3), 戦前 日本におけ る独 占体 の確立過程 を分析 しj:

うとす るものであるO

生産過程か ら捉 えた場合,電機工業 は次 のような特質 を持 つ と考 え られ るO

それは第一 に技術が重巣 な役割 を果たす こ とであ り,第一 に製品の多様性 とそ

の瓜用範関の広 さとを基礎 に して.生産の多角化が広範 に展開 されるーことであ

るO この二つの特質は電機工業 における独 占体確立過程 に も影響 を与 えず には

おか ない. この ことは戦前の 日本電機工業 において も然 りであるO本稿が主た

1) L/一 二 ソ ｢帝国主義論｣i,一二/全集第22巻283ページ｡
2) ｢今やわれわれ杜.歴史はじまって以来最大のEE]雑に直面し.石に噛りついても勝ちぬかねは
ならぬ大観争を遂行しているのであるが,航空恐工場,造船工%.其他の造兵工場と共に,戦勝
の鍵を握っているのは駕故工場であるJ.厚生研究会 ｢電挽上場読本｣1944年.序文. 1--ジ｡

3) 本稿が対象とする ｢電機｣は,重電磯を意味する狭義の｢電枚｣である｡ただし,電気擁関車
や家電は重電機には含まれないが,これらは敵前の重電独占体がいずれも生産していた製品であ
り.4-産技術上も東電也との関連が深いので,ここでは ｢電換｣の範囲に含める｡他九 工作摸

概や産業政敵こついても事情は同じなのであるが,これら娃従来のいかなる分類においてもー般
機枕に分類されており, ここでも｢電機｣には加えないこと古こする.未柘が ｢電機｣として扱っ
ている製品は後出第4表に列挙しておいた.ここで娩定した ｢電機｣の範臥ま,おおむね日東電
機工業会のそれに基いている(El木馬機工業会 ｢日本電機工業史｣1956年)｡
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る対象 とする1930年代の 日本電機工業 においては,重化学工業全般の飛躍 と各

産業の生産手段の技術革新や電気化学の勃興,および これ らと鹿 びついた電力

生産の拡大 を背景 として,技術発展 と製品多様化 を軸 とした生産の著 しい増大

がみ られた. しか し30年代における発展はすべての電機企業において一様にみ

られたわけでは決 してなく,少数の企業がその成果を独占することになったの

であるoそ してこのような状況 を生みだす重要な要田 となったのは,技術格差

と多角化の進展であったo Lたが って戦前電磯工業の独占体確立過程U)分析に

際 しては,電機工業の これ らの特質 を重視 し,それが独占形成にいかなる作用

を及ぼ したのか とい ')ことを,独占体の生産過程に内在的に検討す る作業が不

可欠である｡

これに対 して従来の研究においては,戦前電機工業 における独占形成の強弱

が論ぜ られて きた ものの.独占体の数の多寡やその企業規模,市場支配率,あ

るいはカルテル結成の有無 などの指標を挙げ るだけの現象的な考察が多 く,冒

機工業の特質 を重視 した研究はまれであった4)｡ 本稿は上述の見地か ら電機工

業の特質 を重視 し, とくに多角化の展開 と多角化企業成立の過程に焦点をあて

て,多角化がいか なる意味で独 占体確立の基軸 となったのかを実証的に明らか

にすることを課題 とす る5)｡

さらに本稿は 日立製作所 を直接の分析対象 としているOその理由は同社が戦

前電機企業 の中で資本規模が最大である と同時に,多角化の展開 も最 も広範だ

ったか らである6)O

4) 戦前日本電機工業における独占形成O-)問題を取り怒った主な研究として次のものがある.田中

中村隆英,電機工業のあゆみ.石沢広巳宿 ｢近代工業のあゆみ｣1956年｡LLrEEl亮三 竹中一雄･
三輪芳郎,電気機槻工業の展開と現段階,南沢広巳編 ｢現代日本産業講座｣第6巻｢磯城=業2｣

1960年o竹内宏 ｢電気境域工業｣1966年｡大塩武 El本における電気俵械工業資本の著者様式.
｢社会経済史学｣籍39巻第3号,1973年10月,など｡EEl中保一郎氏は.多角化が市場の拡大と経
営の安定を通じて生産の集中を促した点を先駆的に指摘している｡なお星野芳郎氏は.7ノリカ
における電横工業の分析から,電焼工業の独占形成過程における技術の役割を強調している(星
野芳郎,産業における独占丁技術との関係, ｢甘命館経営学｣第2巻第5 6号.1964年2月).

5) 多角化が工場内および工場間の分業化と生産単位の大規模化をもたらすこと.さらに多角化の
帰結としての企業形態の変化-コンツェルン化については次稿で検討する予定である.
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1

電機工業 の生産 F.F'[]目は-舟削こきわ めて多様 であ る｡ これ を反映 して個別資本

の段階 で も, 日立製作所,芝浦製作所,三菱 電機 (以下 では単 に 日立,芝浦,

三碁 とす る) な どの大電坂企業 の製 品は,す でに戦前か ら多岐 にわた っていた｡

なか で もEl立 は戦前 の主要電気横静 のほ とん どすべ て を生産 していただ けで な

く,一般機枕や電機材料分野 に も生産 を多角 化 させ ていた7)O 戦前 における 日

立 の主要生産 品 Rをそ の生産開始年･産別に整 理 した ものが第 1蓑 で あるB)O 発

電機器 を中心 とした主要電機 はす でに1910年 代 に生産 され てい るが ,そ の後30

年代前半 には火力発電機器 が,37年 か らは電話擬 .無線枚 な どの通信横 が生産

され始 め る｡-舷梯枕 は30年代 に生産品 目が急増 す るのが特徴 的 であ り,電槙

材料 につ いては,早 くか ら生産 され ていた絶 縁材料や電線 のほか,37年 か らは

特殊 鋼 の生産 も開始 された｡

これ らの多様 な製品は 日立 の全生産高に対 してそれ ぞれ どの よ うな比 率 を示

していたので あろ うか｡ これ を示す のが第 2表 であるo この表 は営業部 門 を担

当していた本店 の各部別受注比 率 を示 した もので ある9㌔ 各部 の うち商 品部 は

小型 電動磯 ･柱上変圧磯 な どの汎用電攻 を扱 っていた037年 に新設 され た弱電

6) 日立製作所の分析に際しては,(秩)日立製作所の本社に保存されている｢日立製作所史2｣

1960年,の準備質料 (以下では単に ｢社史資料｣とする), および本社と日立工場小平記念館に

分割して保有されている ｢日立工場50年史｣1961年,の準備資料 (以下 ｢工場史資料｣とする).
その他の内部資料を用いた｡

7) 一般に多角化には経営多角化と製品多角化があるとされている｡両者の区別は必らずLも明確

ではないが,区分の基準を事業の分離可能性の有恥こ求めるとするならば,戟前電機資本の多角

化は経営の多角化であると規定して差し支えないであろう｡両者の区別については,村松司叙
｢多角化企業論｣1979年,を参照の事｡一九 清水窓-氏は.生産部門での多角化を生産の多角
化とL,流通部門でのそれを経営の多角化として区別しているが,この規定に従えば,電機資太

の多角化は経営の多角化ではなく生産の多角化である (清水憲一,一九二〇年代における造船大

企業の菅積構造 ｢立命飽経済学｣第25巻第5 6号.1977年2月).

S) 第1表は日立の蒔株比率500/o以上の関係会社の生産品Elを含んでいる｡したがってこの裏に限

っては多角化を産業コ./ソェルソL/-ルで捉えているDしかし日立の多角化の分析は個Br'rl企業L/

ベルから行なっており,関係会社の分析を除外していることを断わっておく｡
9) 前述した本稿の ｢電依｣の分類では,電気部の製品だけでなく,機械部と革両部の製品の一部

や商品部の製品の大半も｢電機｣に含まれる.
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第 1表 日立における生産F.F'rlElの増加

ポンプ .起重機 .指上磯 ･送風機
空気圧縮機 ･油慮化器

貨車

蒸気供閑幸

眉蛮習

運炭設備 ･家庭用井戸ポンプ

コ-ルカッター ･客年

レールボンド

電解槽 ･デ ィーゼル磯関尊

エレベーター ･電装品 ･ディーゼ

コットレル ･環箕電力計

蓄電 器 ･電動工 具

電気炉

気体撰 ･遠心清浄権 ･高EE試験装置
･ワニスクロス

電力ケーブル ･デ ィーゼルパス .トラック･船舶
電話交換機 ･無線機 ･通信ケーブル
･気化券
砂利選別機 ･製填枚 ･fE延機 ･雑横

ロール ･鋳鉄品 ･継手 ･チェーン
探照灯 ･船用タービン.戦辛 .装甲
車 ･銃器
航空機 ･一粒工作機械

電線･整流子片･マグネットワイヤー

エナメルペイソト

コンパウソド

碍管 ･絶縁

ンデソサー

昧鋼 ･可鍛鋳鉄

備考 川会社資料より作成｡rB)製品は生産期始年度の明らかなものに限った｡(3旧立の持株比率が
50%以上の関係会社の生産品日を含む.



戦前における巨大電株企業の確立 (1) (281) 73

第 2表 日立曇廷作所部BIl受注比率 (%)

備考 (I)前掲 ｢社史資料｣より作成. (2)33年度以前o)数字は不明である.

部は通信供 を,金物部は特殊鋼を中心 とした金属製品を扱い,38年新設の軍納

部は軍需品を扱 っていた｡なお電線部は41年に商品部か ら独立 したのであるが,

それ以前の電線の販売は電気部が担当 していた と推定される｡各部の比率の推

移か らも明 らか なように, 日立は電機の生産に主力を置 きなが ら,機械 と車内

の生産に もかな りの比重 を置 き,37年か らは金属材料や比率は小 さいなが らも

弱電横iの生産 も行なうなど,生産LjF]FI目の構成 も多様化 していたのである.管理

面におい ても30年代には生産部門別に新たな部 を設置 した り,従来の係を部に

昇格させることにより多角化-の対応 を進めた こともうかがえる｡

生産額の推移か らも30年代における多角化の急展開は確認できる｡すなわち,

1938年下半期における全製品の受注高に対 して,生産開始年度別に分類 した製

品の受注高が,同期 において占める構成 比率かみると,1919年以前に生産 され

ていた製品の比率は 43.0%であ り.20年代に生産が始め られた製品 の 比 率 は
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1711% であるのに対 して,30年代に生産が開始された製FZDl]は 38･6%の比率を占

めてい る 10㌔ 30年代までは生産されていなかった製品の受注高が,38年の時点

でほほ四割を占めていたわけであるQ 日立における生産の多角化が,30年代に

大 きく飛躍 したことは明らかであろうO

ところで戦前におけるこのような多角化の展開は, 日立の経営戦略に基いて

意図的に進められた ものであった｡社史は次のように述べている｡｢当社は小

平社長の方針に従-ノて段 々多角経営により製作技術の質 を改善 しつつ量を広め

てきた｣11)o ここでは多角化が単なる量的拡大の追求ではなく, 技術改良 との

結合を重視 lノた もの [して捉 兵られていることが読み とれるo技術改良と結び

ついた量の拡大,かかる多角化の捉え方は,いかなる製品に多角化が進められ

たのかをみればより一層明らかになるこ次にこの点を考察するO

前掲第 1表に示 した多数の製品群を各製品間の関連 という点か ら検討してみ

ると, El立の多角化の特徴が浮かび上がってくるOその一つは垂直的な多角化

が数多 くみられることであるOさらにこの垂直的多角化は二つの型に分類する

ことができるO-つの型は起重擁,エ レベーター,コ ッ ト レル (電気収塵装

置)などのように電機を部品 として使用する電機製品や一般磯枕製pETFlへの多角

化であるoいま一つの型は電機の生産か ら電機材料や部品-の多角化であ り,

ワニス,電線,碍子,特殊鋼などの場合が これである｡いずれの型においても

多角化の意図は一貫生産の追求にあり,その利点は材料 ･部品の納期の安定 と

rlr][]質o)向上,および全体 としてO-)製品精度の向上や新技術の開発が保証される

ことにあった12㌔ た とえばコットレル生産において,他社は電気部品にアメ1)

カのウェスティソグ-ウス社の製品を使用 していたが, 日立の場合は ｢日立製

の電気品を使用出来て他 メーカーに見 られぬ妙味を発揮 した｣18'とされている｡

10) 的掲｢社史資料｣より算此 各製品の生産開始年度は前出の第1表に基くD
ll) ｢日立製作所史1｣改訂版.1960年.9ページ.
12) ｢例えば一つの機概の或る部分が製作されないため全体の製作に非常な時を要することがあ

り,又は一つの部分の不良に3:り全体の製作を不良化することがあるD又異笹の技術が協力する
とそこに新たな技術が生れるものである｣｡同前, 9ベ-1>｡

131前掲｢T場史賢料｣｡
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また材料,部品への多角化においては,最初は自社用に生産されていた製品が

後には外販 も行われるという経緯 をた どったものが多い｡例えば絶縁材料であ

るワニスの場合,1912年に自給自足を目標に研究を開始 し,16年にこの目標を

達成 した彼,25年に外販を始め,31年からは大量生産を行 うという経過であっ

たoまた合成樹脂の場合は研究開始が20年で,七年後に外注品を完全に駆逐 し,

34年か らモール ド係を設置して ｢国内市場獲得｣'4)をElざすようになったとさ

れている｡一般に多角化の不利な点 として新規市場獲得の困難さが指摘されて

いるO しか し自社用生産か ら外販に発展する場合には初期の製FIFrF.閃光過程での

安定的市場が保証されるわけであ り, このようなデメ1)ットは克服される｡製

品問の技術的結合に基いた垂直的多角化はこういった利点を有 していたのであ

るO

一方で製品間の垂直的結合関係 も含まない水平的な多角化 も多数存在 したO

この場合の特徴はどのような点にあったのであろうか｡一つの特徴は,生産技

術からみた場合に,新製品の開発が従来の生産手段や労働九 および技術蓄積

の転用 ･有効利用を基藤 としていたことである. したが って水平的な多角化に

際 しては,従来 とは全 く異なる生産技術 ･生産設備を要するような製品の開発

はごく少数である｡ もう一つの特徴は,新製品が従来製品 と消費過程において

結合関係を有することが きわめて多い とい うことであるOそれゆえ新製品の需

要者は従来製品の需要者 と共通であるということになる｡たとえは1927年に生

産が始 まった周波数変換器や水銀整流器は,従来か ら生産されていた発電機帯

と同様に発電所向けの製品であり,そこにおいて互いに結合 されるものである｡

水力発電機器か ら火力発電機潜 -の多角化や,電気機関車の生産から蒸気機関

3･貨屯 客車さらにデ ィ ~ゼル枚閑革の生産へ と進む多角化の場合は･生産

技術が共通性を有 していたと同時に,需要者 も共通であったOかように日立の

水平的多角化は従来の生産技術の転用 ないし有効利用を基礎にすると同時に,

製rT']nの需要者 ･市場に規定された多角化であった事が特徴的であるo垂直的多

14) 前掲 ｢社史資料｣｡



76 (284) 第 126巻 第516号

角化 と同様に水平的多角化の場合に も,多角化 された製品は従来製品 と無関係

ではあ りえず, きわめて密接な結合関係を有 していたのである｡

垂直的および水平的多角化の進展によって, 日立の生産形態は個別製品の生

産か ら垂直的および水平的に結合 した製品群の生産へ と発展 していった｡ この

過程で個々の製品の質の向上だけでな く.技術的な多角化の相乗効果 (ソナー

ジー効果)によって製品群全体の質の向上 も進 んだO質の向上 と結びついた量

の拡大 とい う日立の多角化戦略は このような形 で進 められたのである｡生産品

員か らみて も, 日立の多角化は30年代に急速に進行することは明 らかであった

が,重要なことはこの時期に 日立の生産形態が結合 した製品群の生産- と発展

す ることであるo垂直的および水平的に結合 した製品群の生産が可能 となった

段階における日立の多角化は ｢総合製作｣ と呼ばれてお り, この段階での 日立

製作所は ｢総合･製作所｣ となった と言 うことができる15㌔ 30年代 こそ 日立の多

角化が ｢総合製作｣の域に達 した時期 であ り. 日立が ｢総合製作所｣ として,

す なわち本格的に多角化企業 として成立す る時期だ ったのである⊥6)0

製品の一式生産. さらにプラソ ト生産は ｢総合製作｣ の典型であるが,次節

以下ではこれ らの具体例 とその もたらす意義について検討 して行 くことに した

い ｡

ⅠⅠ

戦前における日立の主要なプラ トン生産は次の とお りである17㌔ 1929年完成

の東信電気豊実発電所をはじめ とする水力発電 プラント｡1931年完成の昭和肥

15) ｢総合製作｣あるいは｢訟合製作所｣の用語は会社用語として使われているが,一般的にも使
用されている｡例えば.持株会社義理委員会 ｢El.本財閥とその解体｣1951年,380ベIi5,などJ

16) 1931年から38年の ｢躍進時代において｢特に当社の特色を発揮し7こことは.発電機･変圧･器な
どの単独な生産≡だけでなく 総合的な製作に進んだことである｣｡ 前掲 ｢日立製作所史1｣72

べ - J｡
17) ｢プラント｣概念の明確な定義はなされていないが.とりあえず ｢一つの機能を果たすために

配置され,あるいは組みあわされた挽枕の総合体｣という福井泰子氏の定義を挙げておく(福井
泰子,プラソト産業の現状とプラント翰出,｢機榔 済研究｣弟1〔ト号.1977年6月,35ページ)9
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料川崎工場設備.35年以降順次完成 した東京高速鉄道赤坂 ･渋谷 .四谷変電所

および車両設備｡35年から37年にかけての尼崎製鋼や小倉製鋼などの圧延プラ

ント ｡そして38年大 日本電力江別発電所 をはじめ30年代後半に生産の本格化す

る火力発電プラントなど｡ ここでは代表例 として,最初に昭和肥料川崎工場を

取 り上げようo

川崎工場は,不況によって生 じた余剰電力の有効利用を目的 とした硫安生産

二L場である｡ ここで採用された アンモニア生産方法は従来用いられてきた合成

7ンモエフ法ではなく,水の電気分解によるもので, この方法は東京工業試験

所が中心になって開発 した ｢東工試法｣ を初めて応用 した ものであった｡ 日立

は ｢川崎工場の設備中最大の費用を投 じ且つ最大の難物｣18)とされた電解槽 を

はじめ,各種の設備を1930年に受注 したのであるOその内訳は次の とお りであ

る19)｡

(壬変電所設備一切 .

変圧器21台,誘導電圧調整器10台,抽入遮断器 1台,配電盤30台,クレーソ

2台o

④電解工場設備一切 .

電解槽2,500台,槽間および列端接続導体,送風機50台, クL/-ソ11台o

(車合成工場電気設備 :

圧縮機14台.循環ポ ノブ6台,誘導電圧調整器18台,クレーン5台｡

④硫安工場運搬設備 :

エキスカベーター,コンベアーなど｡

この受注金額は小明であるが, これらの機械に用いられた接続端子の総重量

は 1,150トン,ボル ト･デットは600トンに及び.電解槽の僅版に使用された鉄

板は 1,500トソを超えるなど, ｢使用する各種の材料は驚 くほどの大量で. 当

時の不況の下にあってこれを一時に注文するならば,金属材料,絶縁材料の市

18) ｢日立評論｣第14巻第9号.1931年9月.10ペー ジ .

19) 昭和肥料川崎工場施設概要.同前.
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価に大変動をもたらすほ どであった｣20) とされているD受注の規模がこのよう

に大規模なものであったがゆえに, 目立は ｢この事業によって昭和の経済危機

を突破することができた｣21)のであるo恐慌期に行なわれたこのプラント生産

は,景気の差を平均化するという多角化の利点を, もっとも典型的に示 してい

る｡ このプラソ ト生産は生産技術の点からみて も, 目立にとって重要なもので

あったO経験のなか った化学機械分野に進出することによってこの部門での技

術開発が進み,さらにその効果は他部門に被及 したOた とえば電解槽の生産を

契掛 こ電気熔接の技術が急速に向上し,この結果,大型電横の各部分の製作に

は鋳鋼法に代わ って電気熔接法が多用 されるよ うになり,また31年からは電気

熔接横の生産 も可能 となったO技術開発が多角化の前鍵であるが,道に多角化

が技術水準を高め,さらに新たな多角化を促進するという技術 と多角化の相互

関連がここに示 されているのである｡

プラント生産の第二の例 として,水力発電機器の場合をみてみよう｡

水力発電所を目せ_がプラン ト年産 した例 としては.前述の29年完成の東信電

気量実発電所や,35年完成の鉄道省信濃川千手発電所などが挙げ られる｡後者

の場合,その生産品 目は,水車 ･発電機 ･励磁機 ･変圧器各 3台,抽入遮断器,

断酪器,避雷器,継電器,変流器,配電盤.制御器,同期検定装置をはじめと

する計器輝,水門および鉄管弁制御装置,吸水管,水路用バルブ類.クレーン,

送電線,所内電源設備一切などであった22)｡ 日立に とってプラソト生産が どの

ような意義 を持っか ということは前述 した ところであるので繰 り返さない｡水

力発電機器の場合に重要なことは,プラソト発注に加えて,プラソト全体には

至 らないまでも,複数機器の一式発注化 という傾向が30年代に顕在化 し,発注

が個別製品単位から複数製品単位に転換したことである｡ この原因は,30年代

における国産電機製品の技術水準向上 と日本経済のフロック化,為替安などの

20) 前掲 ｢工場史資料｣.
21) 前掲 ｢日立製作所史 1｣69ページ｡

22) ｢日立評論｣第2〔噂第 6号,1937年 6月,および第22巻第 9号,1939年 9月｡
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事情があいまって輸入品が駆逐 され, 発電機器 もほ ぼ 国産FlDpに統一 されたこ

と23),および発電機器の大型化によって機器体系の精度向上が要求されたこと

にあった｡ この結果,た とえば1925年から45年 までの間に国内および国外に設

置された発電容量 1万 kVA 以上の国産水力発電機218台のうち, 水草 と一式

発注された ものが212台.97%を占めるようになった24)O

日立は水力機器に関しては早 くから多角化を進めていたため,このような傾

向に充分対応することができ,30年代には水力機器の市場での ン工7を急速に

伸ばすことになった｡ちなみに1928年から32年にかけて国IJ]に設置された水力

発電梯総数に対する日立製品の比率は163%,水車の比率は13.2%であったが,

33年か ら37年にかけての比率はそれぞれ,33.3%,346% に増加 している25)0

-式発注化やプラソト発注化が もたらす企業間格差については後に述べるとこ

ろであるが,少なくとも水力発電機界でのこの傾向は,多角化した企業に有利

な局面をもた らしたことは明らかであろうD

このように日立の水力発電機器生産においては,30年代が過去の多角化努力

が実 を結ぶ時期であったO これに対 して火力発電機器の場合は,20年代後半か

ら30年代にかけて集中的に多角化努力が行なわれた｡次に一式生産,プラント

生産の弟三の例 として火力機器 を取 りあげ, とくに日立の参入過程 と,それを

可能 とした要因について考察することにしたい｡

火力機器の分野では 日立は後発企業であ り,その生産開始の決定がなされた

1927年には,先発企業はすでに10年余の生産経験 を等済 していたo Lか も当時

の電機企業に とって,火力機器部門は次のような理由か らもっとも参入障壁の

高い部門 となっていたOその第-は,30年代に需要が急増 した火力発電所はい

ずれ も大規模なものであ り,水力発電の場合 と同様に一式発注やプラント発注

23)国内に設匿された大型水力発電姐の国産化率は.1922127年で4127%.28-32年で58280/.,33-
37年で85.65%となっている(前掲 ｢日立製作所史1｣6べ-ジ)｡

24)前掲 ｢日本電機工業史｣328-341ペ-i>J:り算出｡なお,芝浦と三菱の場合には同財閥系企業
との共同受注を一式発注に含めた｡この点については後述する｡

25)前掲｢日立製作所史1｣6--ジ｡
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の傾向が強かったことであるo発電磯 とタ-ヒンを例に取ると,1927年か ら45

年 までの間に国内および国外に設置された発電容量 1万 kVA以上の国産火力

発電機155台の うち,147台,95%がタービンと一式発注されるという状況であ

った26㌧ したが って火力機器生産に参入するには,発電枚やクーピソといった

個 々の梨R｡nだけでなく.蒸気発生設備その他多数の機器一式を生産する能力が

必要 とされたのである｡

理由の韓二は.火力発電所の設備機器が水力発電所 と比べてもなお多種多様

なことであるO1930年に完成 した鉄道省川崎発電所設備の場合,主要枚器だけ

で66種類, 165台の機器が設置されてお り. このうち石炭取扱,灰処理,蒸気

発生,凝気,給水 ･加熱 など,火力発電独 自の設備に 要 す る機器が50種類.

116台を占めていた27)｡ 火力機器生産 を行なう電機企業は,これ らの全部では

ないにしろ,その大半を生産する必要があったのである｡

さらに舘三に,これ らの火力梯器の中でとくにタービンやボイラー部は,当

時の電機 ･機械製F]Dpの中で最 も急速に技術開発が進んだ技術的先端部門に属 し

たことである｡ したが って欧米か らの技術導入をも含めた急速な技術開発が各

企業に要:求されたわけである｡

かかる障壁を乗 り越えて火力機器生産を軌導に乗せた 日立の多角化努力とは

いかなるものであったろうか｡その一つが技術提携であった｡元来 日立は ｢自

主技術｣ を標傍 し.独 自の技術開発を進めていたOだが火力槻器市場参入の困

難 さゆえにこの原則は放棄されたO外資 と技術提携を行 なって長年の製造経験

を積んでいた先発の芝浦 ･三菱 と対抗するには,｢日立 としては技術提携をし

入は,1927年のボイラーに関するイギ 1)ス ･ヤp-社 との提携,および32年の

タービ ンに関する ドイツ･A ･E ･G社 との提携の二作であ った｡外資からの

技術導入だけではなく,先行他社の製品や生産技術を模倣 し,導入するという

26) 前掲 ｢日本馬磯工業史｣367-377ページより質 札

27) 松木寿.鉄道省Jrl崎発電所設備枚要,｢機械学会誌｣第35巻181号.1932年5凡
28) 前掲 ｢工場史質料｣｡
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手段 も用いられた.たとえば32年には二人のタービン技術者が,34年には二人

のボイラ-技術者が三菱造船所か ら ｢招-い｣29)されている｡

日立の ｢自主技術｣は,これ らの導入技術を消化 ･吸収 し,これに改良を施

して行 く過程で発揮された. このことはボイラーの開発過程にとくに明瞭に示

されているo提携後 しば らくの間は,ほとんどすべてのボイラー製品は図面付

きでヤロー社か ら輸入されていたOその後徐々に部品の自給が可能になり,塞

幹部分であるス トーカーについても,34年の技術者招-いの効果 もあって35年

にはほ‖ま自給体制が整 う状況になったO製品の改良努力は-貫 して行 なわれて

いたが,その成果が結実するのは36年であった｡すなわち板曲げ技術および秩

締め技術の飛隈的向上,新型 ブロック完成による大型ボイラー火炉の改良,燃

えにくい石炭を消化する微粉炭燃焼方式の確立などが, この年に相次いで行な

われたのである〔か くして37年 ごろか ら ｢日立型ヤロ-ボイラー｣は全盛期を

迎えることになる｡一方技術提携については,｢このころヤロー会社から何ら

得るものはなく,遂に昭和11年をもってヤロー会社 との縁を切 った｣80) とされ

ている.捜携後九年で日立はボイラーに関する導入技術を消化し尽 くしたわけ

である｡

日立のボイラー生産が全盛 となる1937年は, 日立の火力プラント生産体制が

全体 として確立する年で もあった｡すでに33年には長崎紡績青島工場の発電プ

ラソトが完成 し,34年に も南海鉄道堺発電所が完成するなど,先駆的にプラン

ト生産は行なわれていたが,これ らはいずれ もタービン出力が数千 kW とい

う小規模なものであり,現場の体制 も充分には整 っていなかったOだが37年に

生産体制が確立すると,翌年には2.5万 kW 級 プラントが大 El本電力江別発電

所に納入 され,さらに39年には5.3万 kW 級プラントが中部共同火力名港発電

所に納入されるなど,満州や朝鮮-の輸移出も含めて,続々と大型火力プラン

トが完成するのである｡

29) 同前｡

3n) 同前)
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このような過程により, 日立は火力機器生産に参入 したO これがなにゆえに

可能であったかを技術開発の視点か ら考える時,これを可能 とした直接的要田

として外資 との技術提携を挙げねばならないO他の製品の多角化の際には自主

技術開発が可能であっ.た日立 も,火力機器の多様性 と急速な技術開発,そして

そこでの立ち遅れのゆえに自主開発は不可能 とな り,技術捷挽が多角化の必要

条件 となったのである｡

しかし日立の朽なった二件の技術授携が, きわめて限定的なものであった点

に注 Elせねばならない｡芝浦.三菱,さらに富士電機の技術提携は,外資導入

を軸 としたものであり,全面的な生産技術の導入や多数の製品に関する技術導

入を含むものであったO これに対 Lて日立のそれは外資導入を伴わず,個別製

品に限講 した提携であり,図面付 きで製品を輸入するとい う形態にととまって

おり,生産技術の導入 も部分的であった｡ しか もボイラーに関する提携の場令

には,九年で導入技術を消化し尽 くして提携 を破棄するに至 っているのである｡

このように提携を限定的なものにとどめえたのは,日立が全体 として高度な技

術蓄積を有 していたか らであり,そ してこの技術蓄積の高 さこそ火力機器生産

に参入しえた決定的要因だったのである｡

いま技術力を示す一つの指標 として工業所有権件数をみてお くと,1937年に

日立の所有する特許権 および実用新案権の件数は3,141件 となってお り, 他産

業に比へて件数が圧倒的に多い電機企業の中でも抜群の数 を示 している81)Oち

なみに同年の芝浦の件数は技術提携をしていたG･E社の代理登録 も含 め て

1,698であり82),三菱の場一針 ま1,300弱であった83㌔

｢日本製作界に於てズバ抜けた発明 ･発見を完成 して居る｣54)と評価される

技術水準の高さこそ, 日立が火力機器生産に参入 しえた重要な要田であ-,た｡

31) 日立製作所1937年度下半期営業報舌苔｡
32) ｢芝浦製作所六十五年史｣1940年,297ページ｡なお｢ダイヤモソド｣1930年10月15El号によ

れば.1924年に芝浦が有していた工業所有権1,565件のうち,G Eの代理登録分は851件,54%

であった｡

33) ｢建業回顧｣1951年,337ページ｡
34) ｢東洋経済新報｣1933年10月21日,29べI.:>D
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そしてこのことは火力機器のみならず,日立の多角化全般についても言いうる

ところであるC.すなわち日立の多角化の展開は技術水準の高さに支えられて可

能 となったのである｡適にまた多角化自体が技術水準を高め,新たな多角化を

可能にするという技術 と多角化 との相互関連についてもすでに指摘 しておいた｡

要するに技術発展 と結合 した多角化の展開 とい う多角化戦略が 日立の特色をな

したのであ り, この戦略が El立の重要な発展要因だったのであるo

火力機器への参入過程はこのようにEl立の多角化過程の一つの典型をなして

いたO と同時に,火力機器生産が当時の電磯工業に占めた位置か らみても,火

力機器-の多角化は 日立の多角化企業 としての発展にとって不可欠のもの ∈あ

った35㌔ 日立の創業者である小平浪平は,1927年に ｢火力発電の前途 を明察 し

て｣86)火力機器の生産を決意 した とされている｡芝浦,三菱に比 して生産開始

の時期が遅れた とい う問題はあったにせよ,これはまさに ｢明察｣であった｡

電機産業での火力発電再評価などを契鶴 として,電機工業全体に占める火力淡

器の比率は30年代に急上昇したのであるD 日立製作所 日立工場において,37年

下半期の火力機器の受注比率は全体の258%を占めるに至 った87)0

か くして一式生産 ･プラント生産を必要 とした火力機器分野に,技術力を基

礎 として参入した日立は,芝浦,三菱 と共に多角化企業 として急速に成長 した｡

後述するように,この30年代の多角化過程は,第二次大戦後の ｢総合電棋 メー

カー｣ としての 日立の発展の基礎を形成するものであった｡

ⅠⅠⅠ

本節では多角化を電機工業全体の レベルで分析 し,戦前電機工業における各

企業の多角化の状況 と多角化が もたらした企業間格差について検討することに

よって, 日立製作所の多角化の意義を捉え直 しておきたい｡

35) 火力焼器生産の有鹿がもたらす企業間格差については,次節に述べる｡

36) 前掲 ｢工場史資料｣｡

37) 前掲 ｢社史資料｣より算出｡



84 (292) 第 126巻 第 5･6号

第一次大戦を契機に重電企業の数は急増 したが88),大恐慌の影響による企業

倒産の結果,多 くの中小規模の企業が姿を消 した89㌔ 1930年における主要10社

第 3蓑 主要電機企業払込資本金 (千円)

備考 1953年度は前掲 ｢E]本電機工業史｣, その他は各社社史 営業報告書による｡

第 4表 主要電機企業の生産品目 (1930年代)

水水 火蒸 発調周電回整変蓄避遮断配制計鮭電電電家

豊 津 菱動喜況圧電宮断路電装 電器霊気蓋

御 気気 庭

機辛 磯 ソ l機器横磯横器器祭器器盤置器券申機炉F｡機器横磯横器器祭器器盤置器券申機炉F｡/I,

生

産

品

目

数

電

動

工

具

ホ

イ

ス

ト

コ

ッ

ト

/

レ

El立 製 作 所

芝 浦 製 作 所

三 菱 電 機

'EaJ士電撰 製造

明 電 舎

安 川 電 機
東洋電機 尊皇造

日 新 電 機

大 阪 変 圧 器

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〔)〇〇〇〇〇〇〇
〇 〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇000000 〇
〇 〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〔)〇〇〇〇 〇
〇〇 〇〇〇〇000 0〇〇〇〇〇 〇
〇 〇〇〇〔)〇 〇〇 〇〇

〇 〇〇〇
〇 〇

0 0 0
0 0

備考 (1)各社社史,前掲 ｢日本電機工業史｣等より作成｡脚電機製品に隈･,た｡

38) 竹内象 前掲書,120ページ.
39〕 前掲 ｢日本電機工業史｣45ペ-リ｡

26
22
抑
16
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4

2
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2
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とその払込資本金は第 3蓑のようになる｡､第4蓑は これ らの企業の生産品目

(主要電機製品のみ)を示 したものであるO この二つの蓑を比較すると,生産

の多角化 と資本規模が比例 していることがはっきりわかる｡製品の多様性を特

色 もする電磯工業に海いては.多角化の程度が資本の大 きさを示す決定的な指

標 となっているo)である｡生産品 目について検討を加えると,E]立 ･芝滴 .≡

菱の三社 とそれ以下の企業, とくに安川電枚以下の企業 との間に明確な差異を

みてとることができる｡前著がほ とんどすべての電機製品を生産 していたのに

対 し,後者は特定製｡r]F,の生産に特イヒしている｡しか も前著は重電機以外の製品

に も生産を多角化しているため,実際の差異はさらに大 きなものであった｡ 日

立が一般機械や電機材料などを生産 していたのは前にみた通 りであるO芝浦は

工作横桟をはじめ各種の一般機械を生産 していたほか,39年の東京電気 との合

併によって電球その他の弱電機生産にも手を拡げることとなったO三菱電政は

三菱造船所 との関係から多角化に限界を持 っていたが,それでもミノン,送風

機,抵揚撤,圧縮機などの一般機械に生産を多角化 してお り,無線機の生産に

も進出していたO-方上記三社以外の企業では,富士電機が通信槻生産に比較

的大きな比重を置いていた他は,各社 とも重電機以外の分野への多角化はほ と

んどみ られなか ったO この多角化の状況か らするならば,戦前の電機企業は次

のように類型化することができよう｡ 日立 ･芝浦 ･三菱の三社は多角化企業で

あ り,富士電機は中間的な形態,明電舎は重電機の専門ノーカー.安川電機以

卜の企業は重電機の中でも特定製綿の専門メ-カーであると｡

このように戦前O-)電機企業は多角化企業 と専門メーカーとに分化していたO

この分化が進んだのは,時期的には1930年前後であるO これは-つには前述の

企業倒産の結果であ り,また一つには安川電機の例にみ られるように,中堅企

業での生産品日の整理が進められ,これら企業が専門メーカー化 した結果であ

る｡30年に経営危機に直面 した安川電機は,従来生産 していた発電機 ･回転変

流機などの回転機 と変圧器の年産 を中】トし,電動枚を中心にした専門メーカー

化の道を決定的にしたのである｡ こうして生産の多角化は,企業規模のみなら



86 (294) 第126巻 第5 6号

ず企業炉型 を も表わす指標だ ったのであ り, この視点か らみ るとき,すでに30

年 代初頭において多角化企業対専 門メーカー とい う構図がで きあが っていた こ

とが理解され るのである｡

しか しさ らに進 んで,生産 の多角化は企業の規模や績塾 を示す指標であ った

だけではな く.多角化 自体が能動的に企業 間格差 を生みだす要田 となっていた

ことをも指摘 しておかねばな らないO-鮫 に多角化の利点, もしくは多角化企

業 の優位性は次 のような点にある とされ る40㌔ 第一 に景気の差の平均化であ り,

これは消極的には投資 1)ス クの低減 ･分散化 と表現す ることもで きるO第二に

は相乗効果 による技術進歩,いわゆる技術のソナージー効果 であるO第三 に多

角化が垂直的である場合 には,商業の排除や原料価格変動の緩和 ,原材料供給

の安定,あるいは製品病歴の向上 とい った固有の メ リッ トが生ず る｡ これ らの

利点が芙際 に どのよ うに多角化企業 を刺 したのかは, 日立の多角化過程 を分析

した箇所ですでに指摘 しておいた｡ しか し電探工業 において. これ らの利点に

加 えて多角化企業の市場独占を促進 したいま一つの決定的要田は,一式生産化･

プ ラン ト生産化による専門 メーカーの締 めだ Lにあ ったのである41)｡ この点は

とくに本稿が重視 し,繰 り返 し強調 して きたのであるが,最後に30年代におけ

る発電依生産 を取 り上げ て,電磯産業全体 の レベルか ら多角化 と一式生産 ･プ

ラン ト生産が もた らした企業 間格差の問題 を考察す ることに しよ う0

1930年に企業倒産 と生産品 目の整理が進 んだ結果,大型水力発電磯 を生産 し

うる企業は, 日立,芝浦,三 象 それ に富士電機 と明電舎のiL社に限 られ るこ

40) 古くはヒルファーディソグがコソビデ-トの優位性として.(1)景気の差の平均化 (2腐業の排
除.(3億循進歩,(4原料価格変動の四点を韓摘している (ヒル7711ディソグ ｢金融資本論｣林

頁汎 国民文庫版,第2分冊.30ページ)白 コソビナ-トの優位性については,他にイ･ブ.)ユ
-ミノ｢多角形企業論｣松崎敏太郎訳,など｡最近では村松司叔氏が多角化の動故として,技術
上および17一ケッチィソグ面でのシナ-ジー効果とリスクの低減などを指摘している (村松司
奴,前掲書)｡

41) 一式発注化傾向に関しても田中保一郎氏が先駆的な指摘をしている｡氏は30年代の特徴として
｢注目すべき現象は,従来発電胤 変圧漁,電動機等の個 の々製品の生産が中心であったのに対

し電気機械装匿の全般 を一手に引受ける総合的な電気攻城の生産が主要部分を占めるに至っ
たことである｣ (Ed中線一肌 前掲論文,14ページ)と述べている｡しかし.以後の研究ではこ
の指摘が顧みられなかった｡
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とになった｡ この五杜の中でも,発電俵 と直結する水車を自社生産 していたの

は日立 と富士電機の二社だけであった｡ただ し富士電機が水車生産を開始する

のはようや く36年であ り,その生産台数 もわずかで,30年代における水草 と発

電機の一式発注化への対応に出遅れ,事実上他社に取 り残 されることになった｡

これに対 し芝浦は同じ三井財閥系列cr)電某社 と1911年以来提携 してお り,同社

は事実上芝浦の水車製造部門となっていた42)C また三菱 も同社設立の母体 とな

一ノた三菱造船所が水車を生産 していたため,同社の発足以来,水車 と発電機の

共同生産体制が出来ていたのであったo Lたがって,水草 と発電椀の一式発注

化に対応 しえたのは,実際には 日立 ･芝浦 ･三菱の三社に限定 されていたので

ある｡

火力発電機器においては市場独占がより顕著であった｡容量の大小を問わず,

戦前において火力発電機 を生産 しえたのは,上記三社だけであった｡ しか もこ

の三社は,多様な火力発電機器の大半を調達する能力を有 していた｡すなわち,

日立は後発であったとはいえ,前述のようにクーピソ,ボイラーその他火力発

電機器一切 を自社生産する体制を築いていた｡他方芝浦 と三菱は水力枚 と同様,

自社の関連会社 あるいは同一財閥の系列企業 と共同生産体制を築いていた｡三

菱は水力機 とまったく同様に,三菱造船がクーピソおよびボイ ラーの生産を担

当した｡芝浦の場合は三井財閥系の石川島造船所が,クーピソ,ボイラーその

他火力補機の生産を担当していたが,さらに36年には両社の共同出資で石川島

芝浦クーヒソ(秩)を設立 し,以後これが芝浦の火力補機生産部門となったので

ある｡

かように上記三社は,一式発注化 ･プラント発注化に対応 しうる生産能力を

身につけた多角化企業 として発展 して行 ったのであるQこれらの多角化企業 と

他の各社 との格差は,市場支配力にはっきりと表われているO第 5蓑でみられ

42) ｢明治44年5月に水車製造部門を前年9月設立された電:幕杜へ移訣したが,当社で製作される
発電機と組み合わせる水車は,もっぱら電業社が製作を担当するように提携ができていた⊥｢東
京芝滑電気(秩)八十五年史｣1963年,569ページ.
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第5蓑 戦前の各社大型発電機生産比率 るとお り, 1万 kVA 以上の

486

331

二菱の二社によってその市場

の96%が支配 されていた｡雷

⊥電機 と明電舎が少数の大型

磯 を生産 したはか,ごく小容

量の発電機を生産する企業が

存在 したが,その市場支配力

183 は微 々たるものであったD さ

1000 らに火力枚になると,火力槻

備考 Ll)前掲『日本電硫工業史』329-340ページおよ 器一式を生産ないし調達 しう
び3671375ページより作成.(2)1万kVA以上｡
(3)内地および外地での設置配 る三社が完全に市場を支配 し

てお り,それ以外の企業はまった く参入する事ができない という状況であった｡

一式発注やプラント発注は,生産者側にそれを受け入れるだけの体制が形成

されていなければ行ないえないが.一度生産体制が確立されると発注はセ ット

単位,プラント単位に転換され,単F3°｡生産の企業はその存立基盤を失 うo Lた

がって多角化を展開 してプラソト生産をも行なうだけの能力を有するに至 った

重電企業は,専門メーカーに対 して圧倒的な優位に立つことができ,その上多

角化に伴 う技術進歩はさらにその優位を強固に して行 ったo生産の多角化の展

開が,一式発注化 .プラント発注化を通 じて明確な企業間格差をもたらしたの

である｡ 日立 を先頭にした重電三社はこうした地位 を持つ多角化企業に成長 し

たO重電三社は第二次大戦後の家電市場の拡が りの中でさらに多角化をすすめ,

いわゆる ｢総合電機 メーカー｣ としてたち現われることになる｡だが,戦後に

急成長する家電メーカーを別 とすれば,戦後における総合/令業対専門メーカー

とい う対立の構図は,すでに1930年代において出来上が っていたのである｡

お わ り に
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日立の多角化は1930年代に急速 に展開 されたのであるが,その成果 は単 に生

産品 目が増加 した とい うことに とどまるものではなか った｡多角化は 日立の企

業 目標 として意図的 に進 め られた も

のであ り,多角化過程での技術水準

の向上が重視 されていた｡ この意図

に基いて技術的 ･市場的関連 の深 い

製 品への多角化が進 め られ, この結

果互いに水平的 あるいは垂直的結合

関係 を有す る製品群が年産 され るよ

うにな り, これは一式生産, さらに

は プラソ ト生産 にまで発展 した｡ こ

うして 日立は,30年代には ｢総合製

作｣ と言われる段階 に達 して,本格

的 な多角化企業 としてた ち現われ る

こ とになった｡

1930年 を境 に電機企業 は多角化企

業 と専 門メヤカー とに分化 したが,

前者は多角化の利点,なかんず く技

術上の相乗効果 によって優位 に立 っ

ただけでな く,一式生産 ･プ ラン ト

生産の能力 を獲得す ることに より,

第 6表 El立の壬安泰廷品シェア

て行 ったo敵前電鍵工業 においては,

技術力 と多角化が独 占構造の確立 に 備考 1(…喜7A*DrgI濃 去冒,本警慧去詣 霊竿七

決定的 な役割 を果た したのである｡ 悪賢賃荒 さ｣･前よ竿話 芸表芸 去｣(管

か よ うに圧倒的 な地位 を築 いた多 謂 豊托& ADOt警 1937年IBの那 主

角化企業の中にあって, 日立は技術力 と多角化 の程度において もっとも際立 っ
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た存在 とな り,随一の規模を持っ重電資本に成長 した｡30年代後半には,その

生産品目はほ とんどすべての電機製品,多 くの一般機械製品,い くつかの電機

材料その他に及び,それぞれの市場において日立は強固な市場支配力を持つに

至 ったのである｡

(1980年 4月 脱稿)


